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約 8割が開発途上国で暮らしている。ベトナムでは約 700万人（人口の約 7.8％）が障害者であ
り、そのうち約 360万人が女性、約 120万人が子どもである。また、6歳以上の障害者の約 40％
が非識字層に属し、20％近くが小学校を卒業していない（首相 HP12月 3日付記事に 2015年 1月
5日アクセス、Tạp chí Lao động và Xã hội Số 492 từ 1-15/12/2014, 2ページ）。 
 2014年 11月 28日、ベトナムの第 13期第 8回国会において障害者権利条約批准決議案が可決
された（国会決議 84/2014/QH13、以下国会決議 84）。2006年 12月 13日に国連総会で採択された
同条約は、2014年 3月現在で 158カ国が調印、うち 141カ国が批准している。ASEAN諸国では 8
カ国が既に調印、批准を終えていたが、ベトナムとブルネイの 2 国は調印後、批准をしていなか







相応しい動きとして当局も評価している(Báo  Điện Tử  Đảng  Cộng  Sản Việt Nam, 2014年






 同条約批准決議案の採決結果は、投票参加者 440人中賛成 440人というものであったが、議論
の過程で参加した国会代表からいくつか意見が出されたことが伝えられている。それらの意見に
ついて若干紹介したい（以下、Quân đội nhân dân online, 2014年 11月 28日付記事に 2014年
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12月 26日アクセス, Nhân Dân Điện tử, 2014年 11月 28日付記事に 2015年 1月 5日アクセス, 
Báo  Điện Tử  Đảng  Cộng  Sản Việt Nam, 2014年 10月 23日付記事に 2015年 1月 8日アク
セスに基づき記す）。 
（1）同条約を批准するということは、同条約の内容のすべてを実行しなければならないことを








































日本も 2014年 1月 20日に同条約を批准（衆院は 2013年 11月 19日、参院は 2013年 12月 4
日に同条約締結を承認）した。日本も含めた多くの国・社会と共に、ベトナムもこの意義ある課
題に取り組むことになる。 
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